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社会的処方箋としての一般介護予防事業等の効果評価法の開発（２１－２０）
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研究要旨

 社会参加や社会関係を処方する社会的処方への関心が高まっているが、評価方法、効果

的な処方は確立していない。そこで、本研究ではプロセス・アウトカム指標などを用いた

評価デザインや方法を開発することを目的とする。2021 年度は 1.評価ロジックモデルの検

討、2.データベース構築、3.効果評価例の蓄積、4.保険者との共同研究に取り組んだ。1.評
価ロジックモデルの検討では、一般介護予防事業の効果評価を行う上で必要となるロジッ

クモデルを改良することができた。2.データベース構築では、JAGES(Japan Gerontological
Evaluation Study ,日本老年学的評価研究)に参加する多市町村の高齢者述べ 10 万人超の大

規模縦断データが構築できた。3.効果評価例の蓄積では、中間アウトカムであるうつ、要支

援リスク点数、フレイルや最終アウトカムである要介護認定などを指標として用い、社会

参加が保護的な効果をもち、参加している数が多いほど、その効果が大きいことも確認で

きた。4.保険者との共同研究では、効果評価の基本的な考え方について理解が得られ、わか

りやすさなど保険者が研究者に求める声も収集した。今後、構築した JAGES データベース

を用い、ロジックモデルに基づいた効果評価事例をさらに蓄積し、社会的処方箋としての

一般介護予防事業等の効果評価法の開発を進める。

主任研究者

  近藤克則 国立長寿医療研究センター 

老年学・社会科学研究センター 老年学評価研究部長

分担研究者
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Ａ．研究目的

 社会参加や社会関係を処方する社会的処方への関心が高まっている。しかし、その評価

方法が確立しておらず効果的な処方は確立していない。そこで、厚生労働省「 一般介護予

防事業等の推進方策に関する検討会」（2019）において必要性が指摘されたプロセス・アウ
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トカム指標などを用いた評価デザインや方法を開発することを目的とする。 
 
Ｂ．研究方法 
 2021 年度は 1.評価ロジックモデルの検討、2.データベース構築、3.効果評価例の蓄積、

4.保険者との共同研究に取り組んだ。 
 
1.評価ロジックモデルの検討 
 社会的処方箋としての一般介護予防事業等の効果評価を行うために必要となる評価ロジ

ックモデルを検討した。まず、JAGES(Japan Gerontological Evaluation Study ,日本老年

学的評価研究)に参画する通いの場をはじめとする社会参加関連の研究に関心をもつ研究者

が集まるワーキンググループ（通いの場ワーキンググループ）（2021 年 4 月 31 日）で評価

ロジックモデルについて議論した。その上で、保険者共同研究会（2021 年 5 月 25 日、31
日）において自治体職員に評価ロジックモデルについての意見を求めた。その上で、再度、

通いの場ワーキンググループ（2021 年 12 月 28 日）において評価ロジックモデルについて

検討した。 
 
2.データベース構築 

JAGES で 2013、2016、2019 年に実施した約 30〜60 市町村の要介護認定を受けていな

い延べ 10 万人超の高齢者を対象とした大規模自記式郵送調査データに、3〜6 年後の要介

護認定、認知症自立度、死亡、フレイルなど個人レベルおよび地域レベルのソーシャル・

キャピタル指標などの追跡データを結合する。 
 
3.効果評価例の蓄積 
 効果評価例の蓄積では、異なるデータベース、異なる目的変数、異なる説明変数を組み

合わせた複数の評価例を作成した。ベースラインの年度のデータ、エンドポイントが異な

る複数のデータベースを用いた。説明変数は社会参加とし、狭義の通いの場と広義の通い

の場を用いた。厚生労働省「 一般介護予防事業等の推進方策に関する検討会」（2019）で

は通いの場の定義に関する議論が展開された。その取りまとめでは、行政が介護保険によ

る財政的支援を行っているものに限らない取組も通いの場に含まれうるものとして，明確

化を図ることが適当とされた。これを受け、これまでの体操，茶話会や趣味活動などの取

組を主とした介護予防に資する住民運営の通いの場は“狭義”、行政が介護保険による財政

的支援を行っているものに限らないスポーツ，有償ボランティアや就労など多様な実施主

体による様々な取組は“広義”として整理することができる。目的変数は複数の中間・最

終アウトカム指標とし、検討した評価ロジックモデルに基づき、1) うつ、2) 要支援・要介

護リスク評価尺度（Tsuji, et al., 2018）、3) フレイル、4) 要支援・要介護認定を用いた。

このうち、フレイルをアウトカムとした分析については、分担研究者の林が担当した。 
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1) 社会参加の種類・頻度・数とうつ（宮澤論文） 

JAGES2013・2016 調査に回答し、2013 年時点でうつでない高齢者 39,655 人の縦断デ

ータを分析した。中間アウトカム指標であるうつ（Geriatric depression scale-15、5 点以

上）を目的変数とし、社会参加は、広義の通いの場である 8 種類（ボランティア、スポー

ツ、趣味、老人クラブ、町内会・自治会、介護予防・健康づくりの活動、学習・教養サー

クル、特技や経験を他者に伝える活動）の地域組織の参加頻度・種類数を用いた。 
 
2) 狭義の通いの場参加と要支援・要介護リスク評価尺度（田近論文） 

JAGES2013・2016 調査に回答した 3,760 人の縦断データを分析した。最終アウトカム

指標である要支援・要介護認定を予測する要支援・要介護リスク評価尺度（Tsuji, et al., 2018）
（以下，要介護リスク点数）5 点以上の悪化を目的変数とし、社会参加は、狭義の通いの場

参加である 2016 年データにおける通いの場（サロン）への 1 年以上の参加（通いの場に関

する調査票は 2016 年調査対象者の 12.5%に配布）とした。 
 
3）社会参加の種類・数とフレイル（詳細、分担研究報告参照） 
 JAGES2013・2016 調査に回答し、2013 年時点でフレイルでない高齢者 57,696 人の縦

断データを分析した。中間アウトカム指標であるフレイル（基本チェックリスト 8 点以上）

を目的変数とし、社会参加は、広義の通いの場である 5 種類（ボランティア、スポーツ、

趣味、老人クラブ、町内会・自治会、介護予防・健康づくりの活動、学習・教養サークル、

特技や経験を他者に伝える活動）の地域組織の参加頻度・種類数を用いた。 
 
4）社会参加の種類・数と要支援・要介護認定（東馬場論文） 

JAGES2013調査に回答した高齢者90,899人を約3年間追跡した縦断データを分析した。

最終アウトカム指標である要支援・要介護認定（以下、要介護認定）を目的変数とし、社

会参加は広義の通いの場である 13 種類（ボランティア、スポーツ、趣味、老人クラブ、町

内会・自治会、介護予防・健康づくりの活動、学習・教養サークル、特技や経験を他者に

伝える活動、地域行事、高齢者見守り、高齢者介護、子育て支援、環境美化）の地域組織

への年数回以上の参加と就労とし、参加している組織の数も分析に用いた。 
 

4.保険者との共同研究 
 現場のニーズやデータ入手可能性の把握、職員からみた、わかりやすさなどの視点から

社会的処方箋としての一般介護予防事業等の効果評価法を検討する目的で 5 月 25 日、31
日に保険者共同研究会を開催した。共同研究会では、一般介護予防事業等の評価における

政策動向を説明した上で、評価ロジックモデルを示し、グループ討論などを行い、意見を

聴取した。 
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（倫理面への配慮） 
 本研究は、国立長寿医療研究センター、千葉大学の研究倫理審査委員会で承認を受けた

上で実施した。 
 
Ｃ．研究結果 
1.評価ロジックモデルの検討 
 通いの場ワーキンググループで本課題の全体像を説明し、ロジックモデル（図 1）につい

ての研究者の間で初回の意見交換を行った。その結果、評価ロジックモデルに掲げた指標

は、次項の 2.データベース構築で説明するパネルデータ、コホートデータを用いて評価可

能であると、ロジックモデルに対する概ねの合意は得られた。しかし、一部の指標（フレ

イルなど）に必要な質問項目は、厚生労働省が示した介護予防・日常生活圏域ニーズ調査

の必須項目となっておらず、保険者に広く普及することは困難という意見もあった。 
さらに、評価に用いるデータベース構築にあたっての課題についての言及もあった。パ

ネルデータは、個人識別が可能な状態の 2 時点の調査データを結合するため、コホートデ

ータセットよりも作成が容易ではあるものの、2 回の調査に回答した者が対象者となること

に伴う選択バイアスが生じる。一方、コホートデータセットは、自治体から要介護認定デ

ータ、介護保険賦課データを受領し、点検・クリーニングにかなり工数がかかるという課

題があることがわかってきた。 

 
図 1：評価ロジックモデル ver.1 
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図 2：評価ロジックモデル ver.2 
 

  その後、通いの場ワーキンググループで 2 回目の検討を行い、評価ロジックモデル ver.2
（図 2）を作成した。この検討の中では、アウトカムは対象者において起きる変化という考

え方に基づき、アクテビティ・アウトプットの項目を追加し、アクティビティは自治体側

の努力で変更可能な社会参加の拠点の数や認知度とし、社会参加の増加を初期アウトカム

として設定した。加えて、初期～中間アウトカムを通いの場参加による効果が現れると想

定される期間の順に並べ替えた。最終アウトカムは健康寿命の延伸と厚生労働省「 一般介

護予防事業等の推進方策に関する検討会」（2019）においてアウトカム指標の 1 つとされた

幸福感を加えた。当初、インパクト指標としていた介護費の抑制は波及効果とし、抑制し

た介護費用を活用し、さらに介護予防事業を充実させるという文言を追加した。 
 
2.データベース構築 
 JAGES2013、2016、2019 年調査データ同士と、市町村のもつ 3〜6 年後の要介護認定、

認知症自立度、死亡などの追跡データを結合した。その結果、以下のデータベースが完成

した。 
1）パネルデータセット 

JAGES2013・2016・2019 調査に回答した高齢者のデータセットであり、フレイル、IADL
（Instrumental Activities of Daily Living：手段的日常生活動作）、歩行時間、外出頻度、

うつ、楽しみ、社会的サポート・ネットワークなどの中間アウトカム、社会参加などの初
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期アウトカムなどをアウトカムとした分析が可能である。 
現時点で、2 時点の調査回答者から作成した 2013-2019 パネルデータ（21 市町、3 万人）、

2016-2019 パネルデータ（28 市町、約 7 万人）、3 時点の調査回答者から作成した

2013-2016-2019 パネルデータ（21 市町、約 3 万人）の作成が完了した。 
2）コホートデータ 
 JAGES2013・2016 調査に回答した高齢者に市町村のもつ 3〜6 年後の要介護認定、認知

症自立度、死亡などの追跡データ（要介護認定データ、介護保険賦課データ）を結合した

データセットであり、最終アウトカムの要介護認定、認知症発症、死亡をアウトカムとし

た分析が可能である。 
 現時点で、2013 年調査回答者を追跡した 2013-2019 コホートデータセット（19 市町、

約 7 万人）、2016 年調査回答者を追跡した 2016-2019 コホートデータセット（23 市町、約

9 万人）の作成が完了した。 
また、一般介護予防事業等の効果評価法の 1 つとして、介護費・医療費の給付額を、通

いの場参加者と非参加者で比較するため、自治体にデータ提供依頼を行った。協力いただ

けた自治体からの提供データについては、介護費と医療費の結合を進めている。 
 
3.効果評価例の蓄積 
1) 社会参加の種類・頻度・数とうつ（宮澤論文） 
 2016 年のうつ発症のオッズ比は、非参加に比べ週 1 回以上のスポーツ・趣味の会、年数

回の町内会・自治会参加で男性 0.81～0.88、女性 0.82～0.87 であり、参加種類数が多いほ

どオッズ比は小さかった。 
2) 狭義の通いの場参加と要支援・要介護リスク評価尺度（田近論文） 
 参加なしに対して参加あり群における要介護リスク点数 5 点以上の悪化の発生率比は全

対象者で 0.88、前期高齢者で 1.13、後期高齢者で 0.54、後期高齢者で有意に悪化リスクが

低下していた。 
3）社会参加の種類・数とフレイル（詳細、分担研究報告参照） 
 各組織への参加なしと比較した参加ありの 2019 年のフレイル発症の IRR（Incidence 
Rate Ratio）は、0.76～0.83 であり、社会参加の数が多いほど、IRR が低くなった。 
4）社会参加の種類・数と要支援・要介護認定（東馬場論文） 

男女ともに就労、スポーツ、地域行事、環境美化、町内会・自治会、ボランティア、趣

味、老人クラブ、女性のみ特技伝達、学習・教養サークル、介護予防・健康づくりへの参

加者の要介護認定発生リスクが有意に低かった。また，男女とも非参加者に比べ社会参加

の数が多い者ほど要介護認定発生が有意に低かった。 
 
4.保険者との共同研究 
 2021 年 5 月 25 日、31 日に参加した 34 保険者に対するアンケート結果、一般介護予防
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事業等の評価における政策動向などについては、33 保険者（97.1%）が十分・まあ満足で

きたと回答した（図 3）。ロジックモデルに関しては、理解が得られた一方で、膨大なデー

タを整理・分析したりすることに対し、自治体職員は時間的・技術的に困難を感じている

ため、「わかりやすさ」を主眼に置いた評価方法の開発や、評価の受託機関を求める声が多

数聞かれた。 

 
図 3：保険者共同研究会アンケート結果 

 
Ｄ．考察と結論 
 効果的な社会的処方箋としての一般介護予防事業の効果評価法を確立するために、2021
年度は 1.評価ロジックモデルの検討、2.データベース構築、3.効果評価例の蓄積、4.保険者

との共同研究に取り組んだ。1.評価ロジックモデルの検討では、通いの場や社会参加に関心

のある研究者や保険者の意見を元に、一般介護予防事業の効果評価を行う上で必要となる

ロジックモデルを改良することができた。2.データベース構築では、JAGES2013、2016、
2019 年調査データ同士と、市町村のもつ 3〜6 年後の要介護認定、認知症自立度、死亡な

どの追跡データを結合し、JAGES に参加する多市町村の高齢者の大規模縦断データが構築

できた。3.効果評価例の蓄積では、中間アウトカムであるうつ、要支援リスク点数、フレイ

ルや最終アウトカムである要介護認定において、社会参加の効果を確認することができた。

共通して、社会参加が各種アウトカムに保護的な効果をもち、参加している数が多いほど、

その効果が大きいこともわかった。4.保険者との共同研究では、一般介護予防事業の効果評

価を行うにあたっての基本的な考え方について理解が得られ、保険者が研究者に求める声

も収集した。本研究は、中長期計画の「社会疫学的な研究等で収集されたビッグデータの

解析により、加齢に伴う疾患に対する効果的な対策と評価に関する研究を行う」などに資

する研究で「一般介護予防評価事業の見直し等に向けた提言」に寄与できる。 
 今回、構築した JAGES データベースを用い、ロジックモデルに基づいた効果評価事例を

実施する基盤が整った。今後、2022 年度では、追跡期間に応じた（初期・中間・最終）ア

ウトカムに各種デザインやプロセス・アウトカム指標などを組み合わせた評価事例を蓄積
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することで、評価方法を開発しつつ効果が大きい処方を明らかにしていく。各種の組み合

わせは、多岐にわたるが、各種の妥当性やデータ入手可能性、保険者から意見のあったわ

かりやすさなど多面的に比較検討して評価方法を絞り込んでいく。加えて、第 9 期ニーズ

調査項目として追加すべき項目を提案する。 
 
Ｅ．健康危険情報 
 なし 
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